
公的扶助と経済保護政策

一公益質嵐法の成立をどめぐって一

Public assistance and Economic protection services 

はじめに

2000 と

した。

改正は，賀福制j支に対する需要の変化 ②代

替施策の充実(tl福祉的模索の相対的後退) ③事業

実態の縮小Jな理由に「公益質院を千年及・発展さ

せる怠義は乏しくなっている。Jとして、それを経

営する事業を社会福祉事業法から除外したのであ

る。

除外は、「資本主義制度の構造的必然、の所産であ

る社会的問題にむけられた合目的・補的な公・私

の社会的方策施設Jの再編をJ意味する。

なら、その日は、わが出の社会福祉に

く改革の指針が提示さ

つ-c
戦前の経済保護政策の特徴を

しつつ、戦後、社会福祉事業法上第-種社会

問 中 手
↑
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刀"'

Toshinori Tanaka 

福祉事業に位置し、質草とともに人々の頗を見続

けてきた、への異論は提出さ

ならえ泣い。

1ように思えて

と思う O

考察はまた、 I[坊信政策jの理論と

れるケースワークの日本的受容過程考察の基礎で

あり、新たな社会福祉学の用論構築をめさ寸軌跡

再考でもある。

考察を始めるに際して、今日では、表現・表記

をためらわせる語句などの引用。また、引用は、

固有のもの以外は原則として新字体にしてあるこ

とをお許しいただきたい。

1 生活問題と公的扶助

明治維新を起点と と称される

々人の自助勢力(自己責任)

れ、継

ーと

大し一顧する

7年 12月太政官連第百六十

である。規則は、
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公的技助と経r!H米議政策

もつO

¥人民相在ノ情誼二国テ其方法

ヲ設ヘキ筈ニ骸jの前文は、制疫の本質的性轄を

教える。 1875(明治8年)の「窮民地救中語調査

「全ク無告ノ窮民i百巳ニ限/レヘシjとし、

申請者が全く労{動力をもたず、親戚、燐{来等から

らの救助も受けられない者であるかの糊街、

厳格を調査に課

年 12月の第 J出帝倒議禽提出の

とした、

だが、貧窮は自己の怠に起因し、

公費で救済すべきではない、と

成立に至ることはなかった。

以後、 i;建i救法案J(明治30年)等が議員立法と
される。が、そのたびに'凶救規則以来ー

られる制限抜助と国の扶助義務の寄定が

された。

たしかに、法律をもっての対応が持無であった

(明治30

摺災救助基金法(明治32

33年)等は、生計 kの関難を直接理由として滴

用dれるものではなかった。けれども、公的扶助

が負うべき役割の代替的機能をもはた

必要な救済事業の多くは民間現力に故存され、

育児擁設等の各樟施設がそ

ふり返れば、村落共同体の秩序維持機能をもっ

た相互扶助や隣保扶携の思想と継議。無尽・講111・
頼母子講などの継続。貧困は、個人の生来の境遇

や運との考え。加えた貧民への矯民観は、公的扶

助の積撞的肯定を粧み続けるのに十分であったの

治、 l 
O 

まして、個々

て認識し、そこ

があっても、

のであろう O

、事事的特殊牲を強調し A般扶助?

の影響役堅く拒否する軍事扶助立法は、

のもとに着実に形成、制度化されて行くのである。
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さて、労働力以外に有効な収入手段をもたない

者にとり、労{揚力の再生産に必要な肉体的健版を

脅かす最大の持害は、疾病、労鱒災害、そして、

失業である。これら陣?号への危機意識は、

合の組織な勧告するj運動などに後押しさ

だいに継続性ある団体として組織化

f労働者の団結は当初伺よりも

とした結果から何処の国でも先ず友愛組合又は共

済組合の形態を採って行はれjは、わが国も

であっ

じて

なさしむる等のことは職工の独立独行の怠

気を樟ひ、其天与の責任を全からしむる者なり J
との熟練労{動者意識に支えられた組合員相瓦の共

済活動は、組合員の積立てによって運用された。

重点をおいたが、そ

この共済機能にひかれて入会するも

くなかった。組台員増加の最大の要毘はここに

あったのである。だが、その共済活動がまた逆に

組合員の大きな負担となり、衰退の契機ともなっ

たJ の二面を内包してL

自主的共済活動が内部矛開によって衰

えてしまう組合運動。それは、日清戦争〈明治27

28年)、日露戦争〈明治37 38年〉を契機とす

る急テンポの経済の進展と労働:者の増加、労働争

議の頻発のなか、労働組合運動という婆を鮮明に

打ち出すことになる。

そこには、定着壊の男子労働者の増加、

合期成会の創立 30年7月)

ザコ

、連動の進展は、「産業不安をどもたらし資本

蓄積を困難にし軍事産業・軍事輸送への脅威に

なる、という認識を政府部内に急激に醗成ミさせて

いったj結果、治安響療法 (1900C明治
より鮮息の時を述え

計三巨性を持勺

f闘別の企業、それも大企業を主とする、たとえば、

鐘紡共済組合の設置(明治38{tすなどの「共済組

合jを官民を通して増加させることになる。

は f経営家族主義jという日本的労資(使)

とっと
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1911 (明治44)年3月、

立法というべき仁場法が成立。 1916(大正日

月1日、「常時 15人以上の職工を使用するJ

適用範囲とし施行される。

時は、「正にiH:界大戦の川中であり、我t識の製造 らが国家的制度へ悶定してし、く O

工場主に災宵扶的義務を強制する

此所で、は最も重要且つ直接的で‘あったりJ

工場法は、法律自体未完備ゆえに不十分との指

摘に甘んじる。反面、わが国における体系的な労

り、「最初の社会政策…立法J(この

き、

実施された鍵厳探険法をもってそ

康保険法の制定(1922[大正 11]作)をみる。

ところで、第l次大戦(I914[大正副8月 1918

〔大正7J 11月)は、わが国の経済を飛躍的に発
9) '9=三の猛烈な反動

生産過剰、

なったり

口シア革命(1917[大正副年11月)は、これ

らの推移のなかにあった。

1918 (大正7)年7月、「富山県中新川郡西水橋

自rli町一帯の女時速:百名は海岸に集合して三隊に

分れ、 J は精力有志、 -は町有志、ーは南地の米

屋及び米所有者を襲ひJが組こる。騒動は、報道

の発達と栴まって、安本主義の急速な発展がつく

そして、人々の

社会問題への関心と岳覚。それは、労働者階層な

どの困窮やその救済に対する救貧行政の対応の転

換をせまる砲雑な生活問題の君主同化であり、

犠同〉

"で〉 ここにわが
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補完物として展開していった。わが国では、

代的な家持制度あるいは FムラJ的相互救済が存

その崩績につれて社会保障制度が確立して

しミく O 公的扶員会は家抜書IJ震的救済原理に放置され

て発展しない。

保障が生活保障体系の整備によ

培養の機能をもったのにたいして、

はむしろ家旅制度的枠組のなかに潜症化していた

労働力を社会保関体系によって顕在化おせるとい

う労働力創出機能をもったことに某づいていたJ

と

そ

善導と社会政策の二

の社会政策は主として防貧政策を指したもので、

防貧政策は、労働問題、階級問贈対策の役割も担

紡貧政策は救斡法を;百定しなが

2 労働問題と防貧政策

「わが岡の防貧の歴史をふり返る時、どこに起点

を求めるのかjは、それ臼体でひとつの問題と金

たとえ

内積救助講をあげ、道徳的教育による

の勧めが財を蕎え、災厄時の共助救済に貢献する、

をもって防貧に導くことも許されるであろう O 二

宮尊徳、や大原幽学の農民教脊と相互扶助金融は、

特に尊主義の貯蓄

れた済世顧問
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ウェッブ夫妻 (Sidney& Beatrice)の来日と講

演。そして、著書 WThePrevention of DestitutionJl 

が、 1914(大正3)年に『国民共済策』として邦訳、

刊行されたことをあげ「明治政府のように、義務

主義救貧法どころか、従って国家責任どころか、

人民相救、隣保相扶に責任を転嫁しておきながら、

救貧よりも防貧と一つ覚えのようにいって見たと

ころで防貧策が国民の聞に少しでも問題とされる

程までにも行われていなかったことは、本書を原

題通りに『防貧論』と訳さず、『国民共済策』と訳

したてんまつからも察することができる。JI防貧

の語未だ熟さず、けだし国家的救済策すら無きに

等しかった」は厳しい論定である。

さて、「防貧」を「政策」との関連におき、その

組織化と体系化に着目するとき「大正後半期の日

本社会事業の成立は、アメリカにみられるような

内在的な処遇の専門化等よりも、外的な米騒動や

社会運動対策の要請からの救済事業の積極化=社

会事業の成立という性格が色こい。むろん細民層

二小額所得者層の広範な成立という課題が前提に

あったことはむろんであるが、防貧の勃興二社会

事業の成立には、政治的政策的要請が前提にある

ことが見逃せない。」に強くヲ|かれる。

それは、労働者階層などに占める膨大な低額所

得者層の存在であり、そこに派生するであろう

様々の社会問題への政府の総合的認識と政策とし

ての具体的対応への関心で、ある。

『内務省史 第三巻』は、次のように記述する。

「賑岨救済を主眼とするにとどまった明治から

大正初期までの社会行政は、大正中期に至って大

きい転換の機運を迎えた。その動因となったもの

は、米騒動を転機とする社会情勢の変転と、第一

次世界大戦後の経済事情の変動、ことに労働問題

の新局面であった。もちろん、そのような情勢は

突発的に起こったものではなく、それ以前から転

換を促す胎動のあったことはいうまでもない。

(略)ことに明治末期以降、後退の情勢にあった労

働問題は規模を大きくし、様相を複雑にして、従

前のように警察取締りの対象として考えるだけで

はとうてい不十分なことが明らかとなり、これま

た正面から取組むことを回避することはもはや許

されないのであった。このような事態を迎えては、

政治・行政の姿勢は、いきおい改めざるを得ず、

5~ 

明治時代のようにどちらかというと国民生活不関

与ともいえるような態度はとうていとり得ないこ

ととなってきたのである。内務省の施策は、なん

らかの改変を加えられなければならない情勢で

あったということができる」と。

内務省の認識は、それまでに実施された各種調

査の実証的結果に支えられていた。

救済事業調査曾(1918[大正7J年6月24日勅

令第二百六十三号)は、これらの認識を基底に設

置される。第 l回日の会議は、同年7月3日より 4

日間、内務省で開催され、冒頭、内務大臣水野練

太郎は、次の内容を含む挨拶を行う。

「救済事業二関シテハ従来政府ニ於テモ調査攻

究ヲ重ネ施記策画スル所アリト難固ヨリ之ヲ以テ

十分卜為スヘキニアラズ将来更二一段ノ攻究ヲ積

ミ完全ナル施設ヲ為スコ卜極メテ必要ナリ卜思考

ス殊ニ近時世運ノ推移経済状態ノ変転ニ伴ヒ社会

政策ヒノ各種問題ニ就キテ根本調査ヲ遂ゲ以テ時

勢二適応スルノ施設ヲ要スルモノ愈々多キヲ加フ

ルノミナラズ更二欧州大戦ノ波動ハ時々刻々二我

邦ノ思想界並物質界ヲ衝温スルアリ世態人心亦為

二種々ノ変革ヲ来スノ虞ナシトセズ随テ将来更二

幾多社会問題ノ湧起ヲ免レザルベク即チ之二対応

スベキ攻究卜施設卜ハ両ツナカラ更二一段ノ精釆

アリ活力アリ常二時勢二先ジテ綱鰐ノ時ヲ愈ラス

所謂天下ノ憂ニ先チテ憂フルノ概アルヲ要ス救済

事業ノ意義二ハ固卜広狭ノ二様アリ市モ其ノ関係

スル所ハ独リ行政上ノ事項ノミナラス汎ク実生活

ノ各部面二及ヒ或ハ資本卜労働卜ノ調節ヲ完ウシ

或ハ職業卜生計卜ノ釣衡ヲ得シメ風紀ヲ保チ衛生

ヲ奨メ都市農村ノ調和ヲ図リ救貧防貧ノ施設ヲ整

備シ教育宗教ノ啓発利導ヲ大用スルカ如キ凡ソ是

等ノ点二関シ今ニ於テ進デ考究策画ヲ要スヘキモ

ノ極メテ多シ是レ今回ノ調査ニ於テ叙上ノ諸問題

二関係アル各方面ノ諸家ヲ網羅シ以テ適切最善ノ

攻究ヲ遂ゲムトスル所以ナリ」

会議は、議事規則及び調査項目を議案とし、「生

活状態改良事業JI窮民救済事業JI児童保護事業」

「救済的衛生事業JI教化事業JI労働保護事業JI小

農保護事業JI救済事業の助成監督」を調査項目に

決定する。席上、委員からいくつかの意見が提出

され、「其他公設市場、質屋制度、産業組合、無尽

等の監督に関する注意等あり」もそのひとつで、あ
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ザコ

設置された調査舎は、社会事業・救済事業・労

働政策全般に関する諮問機関である。それゆえ審

議の対象も広範であり、「絶対主義官掠内閣のドに

おいては、なお社会政策は救済事業と同義認にお

いて、恵、恵的政策として理解されていたj と

される。 他方、「島見して、その当時の施策が!在

来の惑持救済事業と題きを異にしているばかりで

なく、狭い意味の社会行政の枠にとらわれずに、

く時勢の要求に応じていったものであるこ左

と、F救貧から防食へ』

ったといわれて~)る。そ

じて雑然と擁策を積み重ねた観を

1のであって、これが組織化され、体

れるには、つぎの外局としての社会局が設

れる時期を待たねばならないのであった。Jと

の分析、

さて、 1917(大正6)年7月公あの軍事救護法は、

内務省での救護課設置の契機となり、 1919

8)年12丹、救議課は、社舎課と改称される。

単に表記の変更だけではなかった口「明

治以来の公文書に社曾事業と云ふ られ

たことはあるま~ )0 のみならず、

f社曾』なる言葉は、政貯などには最も忌み嫌は

れて絶対に之れを避ける

ミた地方改良講習会では、

その言葉を社会改良 (Socialbettcrrτlcnt; Social 

Reform)にとったもので、社舎と云ふ文字は耐白

ろくない為めに地)jとしたとの事である。此等は

故井け導士〈友一)の苦心されたfすrで、あったらし

い。Jの過去ある「社会jが内務省公式用語となっ

た。 その後、地方局のドにあった社曾課は、 1920

9)年 8月に独立して内務省社曾局になる。

救済事業調査曾はといえば、 1921(大正10)1月

の社曾事業調査舎官制公布により社禽事業調査舎

となり、更に 1924(大正13年)4丹、帝園経i斉曾

議が組織されると社会事業に関する事項も

に告含され、社禽事業調査舎は廃止されることに

なっ

ところが、同年11丹に帝閥経済舎議が境止され

ると、 1926(大正 15)年6月に新たな社舎事業譲

査舎が設置されるのである。

新たな社合事業調査曾に提出された諮問第一号

C:1ア
;);) 

は ノ推移ニ鑑ミ社会事業ノ体系ヲ如何ニ定

ムヘキヤ其ノ会ノ意見守求ムJである日加え

「我国に於ける社会事業は近時著しき発

達を遂げつ、ありと難も其問統制を欠き

て体系を整へたるもの甚だ少し。今後時運の進胤

に伴ひ各種社会事業の組織的発達を期せむが為に

は其施設経営に付て、公私の分界を藍i崩し其の依

躍すべき境画を指治し戒は事業に必要なる経費に

し補助の途を講ずる等社会事業に対する

組織及助成の方法を確立する嬰あり。従って之に

関する立法主主財源に付、特別の考i義、を払ひ以て社

の緊要なるを認む。的て之等

に慌し各{立の若;見を求む。jにあった。

;託金事業調査曾は、 1926(大正15)年7月

一回目の特別委員会を開憎し、以後「救護j

保護施設JI失業保護施設JI児童保護J

事業JI社会事業機関並経費JI配療様護抱設Jそ

れぞれの体系牝に向けた審議を重ね、 1928(昭和

3)年12月に全部を終了する。審議項円のひとつで

ある「経済保護施設に関する体系lは、 1926

10月から 11月にかけて審議、

決定は、「現在i経済保護事業と

供給、公益市場、公溢浴場、

る、住宅

簡易食

どの諸施投はおおむね戦後におけ

社会的変動に離して施設せられたるも

のにして誠来漸を追うて普及発達

業iこ-転機を画したη、されどこ

済的変動に県く社会的急、需に対して起れるものと

してこれを社会事業体系上より晃るときは法制の

備はるもの霊かに大正十年の住宅組合法のみにし

てその能は施設の選定、経営の)i法など挙げてこ

れを経営主体の任意にまかせるの状態にあり、よ

って左記嬰現により経済的保護施設の体系を確立

するを要す。jであった。

要J(iにおける f公益質庫jは、 f公益質庫はその

事業の繋挙:，こ利用

としてこれを市町村営となしこれが経営に関して

なる監督を加へ十分公益的機能を発揮せし

の創設喪に付し自庫におし

なすの制度を設くるとともにその運転資金に対し

ては低利資金を融通することjとし、監督と

の措置が要請されたのである。



公的扶助と経済保謹政策

「救貧から防貧ヘJという新たな社会行政を担う

一員として期待在れ殺場した経済保護事業。そし

て、公益質属。

それらに対して「社会事業として観るべきもの

でなく、

護施設は、之を探識といはむよりも生活救議事業

としての方策を施行すべきものである。Jと

がある。だが、わが国の社会事業の成立と体系化

に大きな役割をはたしたことも史実が教えるとこ

ろである。

3 経済謀議施設としての公益糞屋

わが国における「質jは、「上吉の質法につきて

は。すでに太費令に規定する所あり。Jの長い歴史

をもっO 民間経営の質については、明治以降を17IJ

1876 (明治例年11月瞥視庁布達申第

28) 3月

営業等が規定された。

は利息制限及質契約証明の方法等をはて細民を保

護し臓物遺失物に関する規定を以て欝黙の便'配を

らば此のR的は質屋を取締り不正品の

しめず警察の便宜を謀り

り

は其腕芽はないで、もない、吉宗時代の日傭佳や楽

翁公時代の資金曾所の如きはIEにこれである。

る公益質屋は大正元年十丹

とされる。

続いて、 1919(大正8)，年12月

東京j荷怒善協曾の経営する公誌質舗武蔵昆が日暮

虫に開設α1920(大正9)年6月には、「本年四月

り春草餌育上に打撃を受くる

りて奴入減せるのと、経済界の急変に依って

ード川村の三ヶ所仁村営費舗が開設される。

先駆的なこれらの公益質屋に対して政府の対応

った。

与へられた決定は何であったかといふと

済の為に質屋に類十る業務を経営するは差支へこ

れなしJといふことであったJは、以降の公益質

屋の増加に加相した。ところが「大正十四年偶々

岐阜県系知事から市町村の経営する質屋に対して営

としての賀原取締法が適用あるか否かと(.，¥ふ伺

りま

す。 dうなると

した公読賀屋はどうしたなら

するところを知らないといふことになったのであ

ります。ところが既にその当時社曾肋としては公

益紫尿法制定の必要を認めて草案起草に当って居

ります。

をうけながら公益質屋法定:は上;相されることにな

る。

1927 (昭和2)年3月4日付の「東京朝日新聞』

ように報じる。

公益鷲護法案の審議

日

院の特別委員会にて審議中である。公益質屋法を

制定し庶民金融の改善を計ることは、社会政策上

から考えても極めて重聴なことである。吾人は同

法案をもって今期議会に提出された諸議案中、意

もののーっとしてその成立を希望している

し

ハh
v

伊
川
J
V
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論に現れたる各派の態度について見れば、原案の

不完全を補うのではなく、かえってこれに改悪を

加えんとする傾向がある。(略)もっともその融通

条件が苛酷であるとはいえ、全国一万七、八千の

私営質屋が細民金融に多大の実効を与えつつある

ことは否みがたい事実であるが、今日公益質雇法

の制定に際しては、主として細民の立場に顧みて

その立法に不備なからんことを努めねばならぬ。

しかるに衆議院の同法案に対する態度は、本法制

定の根本趣旨については考慮することなく、軽率

にも質屋連の運動に動かされ、その修正意向とし

て伝えられるもののごときはほとんど質屋連の代

弁そのものである。」

社説は、全国約 18.000の私営質屋の存在意義を

評価しながらも、そこでの利子が高いと批判し、

また、政府提出の法案における I--~口二十円J I一一

世帯百円」の貸出しが半額に修正されることに関

して、「現在の衆議院が多数細民の利害には頓着な

く、質屋業者の利己的要求にのみ聞き、政府の提

出案に対しかえって有害の修正を加えんとするご

ときは言語道断である。」と喝破した。

さて、公益質屋法案は、大蔵省金融制度調査曾

委員会で調査立案され、社曾事業調査曾に付議。

そして、 1926(昭和元)年 12月の第52回帝園議曾

に政府案として衆議院に提出される。

政府委員(社曾事業調査曾委員、内務政務次官)

の俵孫一議員による公益質屋法の提出理由。そこ

には、「庶民金融に関する社会的施設の普及発達を

凶り、同民生活の安定向上を期しますことは、現

下の社会各般の事情に鑑みまして、最も緊急なる

事柄でありますJI現時の質屋営業の実情を見ます

ると云ふと、其金融の方法は小額所得者に対する

金融と云う社会政策的見地より見まして、遺憾と

為すべき点が少くないやうに思はれるのでありま

すJI小額所得者の生活の安定と、福祉の増進とを

図るやうに致すことが、目下の機宜に適した策で

あると信ずるのであります」は、社曾局による調

査結果に裏づけられものであった。そして、公益

質屋を国民生活を安定させるひとつの社会政策上

の施設として位置づけ、それが福祉の増進に結び

つくという趣旨の提案説明を行った。

質問に立つ伊坂秀五郎議員(立憲政友曾)は、

「本案提出の理由は只今提出者の御弁明の如く、社

57 

会政策に準拠して之を御出しになったと云ふこと

でありますが、本案の提出に付きましては私も淘

に喜ぶ者であります、併ながら其半面には現在の

質雇と云ふものは、此社会組織の上に於て甚だ宜

くないものであるから、之を撲滅すると云ふやう

なる御意思があって、是から出発致されたもので

あるかと云ふことを御伺致したいのであります、

政府の近来盛に御提出になる所謂社会政策と云ふ

美名を冠したるものは、往々にして是は社会政策

の実現に資せずしてJI真個細民の社会的政策の実

現を期することは、甚だ以て今日までその実効が

挙って居ないものであると私は思ふのでありま

す、本案に付て之を見まするも、本案の第四条で

ありまするが、之には」口の金額が二十円と云ふ

ことに制定をせられて居る、元来此公益質屋なる

ものが、真の社会的政策から、之に依って現れた

るものであるならば、もっと此金額を安くなさる

必要がないのであらうかと云ふことを私考へる者

である」と。

以後、法案は、衆議院の公益質屋法案委員曾で

の審議、 1927(昭和2)年3月8日、衆議院での修

正案可決。翌9日、貴族院に提出。貴族院公益質屋

法案特別委員曾の審議を経て同年3月18日、貴族

院は、衆議院修正案を可決する。

衆議院の委員会における審議経過を 1927(昭和

2)年3月8日付の『時事新聞』は次のように報道

する。

「政府が社会政策の 4端として労働者及び小額

所得者等のため金融機関を確立せんとする目的を

以って提出した『公益質屋法案』は、既報の通り

衆議院各派の聞に幾多の波j闘曲折を重ねて来た

が、結局七日の委員会に於いて政友本党から提出

した左記修正案及び憲政会から提出した左記決議

案を可決し、更に政府当局もこの修正案に同意の

旨を表明する所があった。」

1927 (昭和2)年3月30日、法律第三十五号と

して公布された公益質屋法は、附則、「本法施行ノ

期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム」により、 1927(昭和

2)年7月16日、勅令第二百三十 a号をもって同年

8月10日より施行。また、同日には、内務省令第

三十四号により公益質屋法施行規則及び公益質屋

法第三条の規定による国庫補助の件に関する内務

省令が公布された。



公的扶助と経済部議設策

これらの動向を受け、東京府において

8月10日に東京府令第六十二号をもって公益質屋

法施行細則を寵め、大阪府では、

阪府令第八十一号において

定めた。

公益質屋/主業資金貸付ニ関スル件(昭

和5年4月5日入公益質犀貸付手i率ニ関スル件(昭

和5年 11丹18訂)、公益質麗設置奨励ニ関ス

年9月15日)、公益賀屋fよヲ樺太ニ施行ス

(昭和9年 11月8汀)等の公布-ゃ通牒に

も整嬬

裏づけされた公益質犀。

ら農村救済といふやうな替がやかまし

く叫ばれて屑ることは既に十分榔承知であると J思

ひます。そとで御敢知の通り

を召集散しまして時局l五救に関する対策に付て各

種の施設を致したのでありますが、

と致しましてもこれ等時局伍救と伴ひ昭和七年

して公議質控を二o筒所増設致

}とを予算案として臨時議会に提示して

賛を経た」などを理患に昌築として全面仁拡大し

て千子くことになる

おわりに

「経済保護事業の進展は、労働者階級の成立を前

提止していたが、ょうやく

なってきたととを意味しながらも、

探検の未整備あるいは公的扶助の来成熟などと相

まって、社会事業の社会性あるし

なものたらしめたkいえようJは的確である。と

「数年来斯業関係者の熱，心なる希望の寄せ

られた所であって、今期議会に於て政府提案に係

る公益賞展法案が、例へ』品部の修芝を加へられた

とは謂え、議会の協賛を経て、去る三月つ‘十弓

捧三十五号を以て公布せらる 1に至ったこと

持]に本邦社会事業の将来にとって慶賀すべきこ

と、謂はねばならぬ。Jとの期待は看過できなしL

後に公益費雇は、 1938(昭和1:3)年4月

1，142筒所を数え、 1928(昭和3)年の 119

箇所の約 10情之江る。数字がすべてを表現すると

は限らないで、あろう O だが、公益費崖が人々

活の不安を酌み取り、かっ、
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にはたしたであろう れるべきも

あると豆、う。

さて、公益質毘は、公益質躍に期待され、担っ

たであろう機能や方法が時代の要望に即応しえな

い結呆として、他にその産を譲った。だが、担っ

た社会問問、特に生計上の課題がすべて解消され

たわけではない。単に、課題そのものの姿が見え

にくくなったにすぎないように思えてならない。

ところで、公経質屋法が審議、成立する第五→ト

:出帝副議舎は、その後のわが国の経‘済・社会、

そして、政治のきたるべき明告を暗示していたと

ない。

にかかわる金融措置としての

手形処理法案jの審議は「勿論

たが主党首妥協の精神に鑑み、

加ふる程度にて通過すべしと予断されたが、

七百高円は総て国民の負担となるの

では主いかJ又は F本案は国民の血税を以て私設

との疑問削こり、

く轟々たるに五つ

予算総会において、

き政友舎の古植庄と片岡蔵相と

の聞に幾多の費問応、符が行われたが、たま、

蔵相が F今日昼:頃東京諜議銀訂が破綻しま

まごとに遺憾の事であります・・ ・ Jlと

誤報であった。 しかし、減主義銀行の臨時休業

を決定点せ、告の銀行に波及した損金の取付けは、

銀行のみならず金融界全体に極端な混乱状態をも

たらす弓-囚となっ

〔注〕
(1)社会福祉法令研究会編集り1:会耐祉法の解説 2001.
P387九 388

除外は、これと“‘体的な公益質f~法を莞止した。
(2)苧橋正 W'i三J社会事業の基本;問題 1972.P21¥ 
25 

(3) r社会的諸問題を資本王線制定の府.史的.tL会的な、
そしてその構治的必然の用車-で、あると規定し、そこ

から社会問題‘と社会的問紺とを分析的に諮問して、
これらそれぞれに対応する社会的方策施設の体系が
社会政築と社会事業にほかならない(苧橋lf
掲書.P51¥)との視点から、 f社会問崩Jと「社会的
問題jを区別する。
組救胤則成立の 11吋言、 1873(明治6)年5月、中央

政府の検討を経たf北海ill:，w.搾太チliU転地脱出IJJが北海
道関与i舵より各支庁あてに布達されている。

(ら)揃棄光彦 f救L(救助制度の研究~ 1992. P165 



弘前'学院大学社会福祉令部研究紀要 第2号(2002年)

(6) 各間際日Ij、業種jJlJ仁作成された矢島治WH本社会事業
団体・施設史訴究Jl(弘前学院大学付問書鮪蔵)は、

全国的な謀関と推.移の把握が可能。

(7)鈴木築太部 f日本農村社会学原理Jl1940， P355 
(8) 森賢隆 F農村社命政策Jl1919， P86 
(9) 片山潜 f宮本の労働運動J岩波文庫 1952， P23 
(10)永井デ『社曾政策構椴 1923，P223 

1)片山~Îj掲書， P24 

(12)偶谷三再開WH本重労識の史的研究 1976，P20 21 
(13) L1j[1不[J雄 Hi本経詩史Jl1968， P242 
(14) [がλノらい労檎階級の自主的組織は部出にす:業労働
人口が定義:再生産され、労働人けとしての再生政が

代々、工業都市を中心として遂行され、農村との関連

の完全に話ち切れた労(鶏階級の成熟することによっ

てはじめて可能となるのである。この場合仁、労働去

の箆労摘としての定義性ははじめて可能となるので

あり、労働賃銀によって主として交えられなければ

ならない都市J削t者としての円:治問題』がはじめて
真剣に隙り上げられうるのである。大河内・ザjW社
会政策論の史的発擬Jl1972， P252) 

「わが国の質労{動荷の移くは(時)家按需IJJ支の伝統的

な見えざる糸で、農村のその生家につながっており、

絞らは失業した場合には、潜私的な家族関係に;基づ

、て、その生家に!同る，"(こが出来た。その結果、日本

の鏡、労{動持は/U辛子段〈ことでは農地)から完全仁分
離されていないのであり、そうして、長い間わが国に

おいては、失業が失業として現象化せず、近代的労働

法の発展をはばんで来:たので、ある。 J()II島氏l'1:WIJ本

社曾の家接的議成jJ1950， P63) 

(15) 士火文人百十:会政策制皮肉論Jl1990， P388 

(16)佐口事 Hl本社会保険性;IJ拡張ミ 1977，P51 
(17) rわれわれは、共済組合の組織化が、資本の支配から
離れた労働:{i-の自立的な共境運動であったなどと主

張するのではない。そのM成過科Aにおいて、労機連載}
とのi音:接的な関体がみられないこと、むしろ1tそ業の
主導によって、企業加に組織されたことなどは、卜分

に問題にされねばなるまい。だが、そのことは、決し

て共済組合の形成を『経営家旅主義Jの成-立に結びつ
けてよいということを意味しない。(ド間半裕身i企
業福本IJ簸設と労働舟生i自鵠谷 i尚男制WH.本:の労使
関係jJ1967， P244) 

rw経営家紋七銭Jが確立されたのは第1次肝界以降
のいわゆる独占資本主義形成期で、あった。注~時は労

{動高ーの急増により労{鵜力は過剰であり、また社会保

障は時無に近く、そのJ:物倒は騰賓していた。このた
め、いわゆる大正デモグラシ…を背崇として労働組

什i運動が勃興し、労資の附級対立が顕tEイヒし始めた。
ここに業!人!の労資対立を緩*1し、経常秩序を維持
するための瑚念の確なが必要となった。J(斜五郎総
『労務管男jJ1976， P57) 

(18)民平八十-_W LI 本社会救策史Jl19;17， P188 

(19) 大河内一男『繋明期の日本労働運動Jl1952， P53 

(20)柱U，MIj細書，円3

(21) r職Tの生活状態持局oijに比し職工の震銀は
割万騰設して詰るが物価はl'Lて時五期以上甚だしき

は、 ;そ{f?の鵜衰をなして居るから反って時川より
生活困難に縮れるものが~~リ (Wヱコノミスト 第
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武器第五号Jl1919， Fなわ

なお H本銀行調査結 f日本金融年表Jl1961 
(23) 1I1日， HIj1l手書 P245 248 

(24) W東京事月日新開』大IE71f-8丹5
i騒齢は魚津より先に七月初めから東水楠で始まっ
ており、最も大雰くなって全罰紙に潟載され、騒動全

国北の引含金になったのも本橋・滑JIIで、魚津からで
はなかった。J(井本三夫編f~tRÍjの記憶Jl l約8， P210) 
京都市の米一授は連夜にTiりて到底警察力のみな
以てしては警戒鋲正し切れd、るより、馬i*:1京都府知
事よりの請求仁依り探草第十六師団指令部にては十

一日午後十時詩十分、騎兵第二十連隊より梁瀬少尉

の本ゆる五t-名及歩兵第三十八連隊より!資問中尉の
指揮Aする討て十名、計円七十名を出動せしめ、 i法ili
堂々影勢益々険思なる内捧長)11端署方{耐に向ひた
Cf東京朝H新聞J大正7年8月12H) 
{米師暴騰の結巣i母lJミネ活難の事情天聴に達し、一夫
言受 ~.r;-陛下に iま十三日左のj泊り ;ff- IÃJ内需総理大l;{

に対し、御賑壊の岩、討を以て御内緒金調下鵠の御沙

汰ありたり。金参訂典円也;(-j目下京轄の騰貴に際

し人民間抵の状態を聞召され、騒壊の思召を以て

賜候骨内関総期大山;に対し:栂沙汰結成りたり(十 1

日午?を凶時符i人j省公表 (f東京事tJH3新聞J大正?年
8月14日

(25)岸本;英太郎『窮乏化法WJe社働政策Jl1955， PH7 
rf労{動力の価値法期iとよばれるものを説明するに
巧り、 f窮乏化法員IJJlを無造作に『資本棋蓄積の絶対
的・-般的な法員IJJIと同一視し、さらに F資本市IJ的拡
大再生産出蓄積。〉法WJJlとか『労{動力纏{裁の収奪の法
刊JJI とか、数~くの『法WlJJを持出す態震には賛成が
でさない。J(近藤文二『社会1保険Jl1960， P22) 

(26)法山京編Wn会保陣のjt[f¥:ftJl1967， P1 -，，--2 
m代不 -91Wイギ 1)ス救按制疫の発達Jl1969 
rイギ 1)ス社会福祉発建史論JI1979など。

-般によ士会保輸と公的扶助との関係を歴史的にみた

場合、社会保障制度構成への占典的機近影態として

理解される。即ち、イギ iリ)ス救貧法を興暫tと:仮定した
場合の近弐資み本主主義i闘詩家が取る扶E劫主の静質は、，r第 A 

に労{働動能力あるf舟有号相-到判担IJtち':lW円{動くt健ま民iを包括すす-る
助I主義義をとり、第てに国家に扶助義務ありとする公
的扶鵠義務五義をとり、かっそ抗に対!むして扶助対

象表鶴に掠接請求権が認められるとする点にあるj

{小山政売『権利としての託会保障JI1964， Pl) 

(27) 吉行!久 fJ克代社会事業史研一究Jl1979， P67 
「大IE後半期における資本主義的危機の開始は、n克
代』的貧困の開幕期であり、それはまた日本社会事業

を成立せしめる原動力となった。〆古沼久-WH木健
闘史 1984， P29I) 

(28) [ 代務jは i投国の場合には、社会事業は社会政築仁

代位し、社会政策として通信せしめられている。か、

る事態は、ごの蹴の社会致策の本質規定を殺すもの

であるが、少なくともその発展にとっては不本な出

来事である。同時にまたそれは、ごの国の社会事業の

I1悩当な発展、それの;懇主主事業的なものから託会福利

事業的なものへの発棋にとっても著しい障碍ではな

いであろうか。 J(大河内・fJ:lr我踏に於ける社曾事業
の明在及将来J時十曾事業 八丹号 1938，P2) 
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事、亦普く行はれ、人帝京の御仁組、常時に施仔せ
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たるの書あのずJとの編纂主主山がある。
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(32) 古rH久IJ'現代社会事業史研究Jl1979， P64 
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(35)内務省托禽応 f救機事業譲査禽報台占的(IJ'戦前期計:
会事業史料集成 1985年に静寂)

(36) 計十舎と救務 第試巻第開鍛 1918，P285 

fl斗説先会は fÀJ務大 I~iの監督に鱗し、その議開に止;

Cて、救済事業に関する事頃を調杏J審議し、意見を開
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は関係各省高等官及び学識経験身 20名以内で組織
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平[]問控治・闘i河本助・大谷栄削・山室軍平の諸氏があ
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(38) 大商会編，信帰議， P365 

(39) 1Il+一氏件士愈事業 1922，P16 17 

(40) 内務省社会hlJ 本邦社会事業概要Jl1922， P20 
社会諜が社会局となる同じ丹、つまり「政府は大正JL
年八丹、農商務者γ略務誌に労鱗諜を新設jしf主と

て欝嫌保拾に関する諸表および立案にあたらしめ

た王子問詰太郎幹1:会部持研究Jl1957， P230) 

(1])社禽同社禽部『昭和3{ド本邦社曾事業概況Jl1928，P7 

(42) n動持作土曾事業調奇曾報告(第 Ji:I])Jl1932， PlO 
3戦前期社会事業史料集成 17Jl1985年所収)1J'ti:曾事
業第十機第六競Jl1926， PIIO 

(13) IJ'社曾事業研究第;合同器第卜:掠Jl1926. P95 

(14) IJ'社樹事業研究 ~抗日目巻第十三味Jl 1926. P96 

nt命事業草野覧 大11-:9年』において「公益質岸uは
「第五矧経済的保議J~二分相され、『本邦社曾事業慨棋
大正 11年Jでは、「第瓦経済的保護」に「小資融JffiJ
として説明が加えられる。

(45) 武島一義 r経済開議事業Jl1938. 序
(46) 日本社命令.金第十三抜Jl1908， P179 

(47) 花井卓議・久持組露共著『雲霞占物語法令輝義J
1895. P4 

f繋訟が務惑に発達するのは、貨幣経済がIX衆投i寺?
に完全に没透している社会の、時代状況としては大

変動の過成期である。!ゴ本では、(1)宅復f中期、 (2).i!I!U:

初期、 (3)幕末維新期、伸明治末大正初期、知昭和初年

代末、総大戦痕後から十年間などが、これにあたる。J
〈驚藤誇 F質採史の研究 1989. れ〉

(48)杵tJI1l義房 F本邦社曾事業 1921， P176 
熊本剥平 f締HI付営費療の実轍J1J'fl:曾事業第六巻
第五;競Jl1922， P21 I壊本孝1]-0/.締H件、;常費席の実際
{二)J IJ'fl.禽事業 第六著書第六棟Jl1922. Pl1 mr白
崎県綿H吋、;長限本和平「興村に於ける公主主費出経常

の実際J社街Jr計士曾部 f公主主質崩事務講宵曾講梼集』
1933， P188 等に網間村長自身の論述がある。

1585 (}(I正13)1:ド 12月23Hのイエズス会アレ、ソサ
ンド口・パリニヤノの書翰に次の一文を見る。

「併しここに繍つ欠乏し、 子がfl本において大いに

見んことを欲するものがある。すなわち日本に設け

た都・ド及び控除の布教阪にカ!好の質!豆Montes

de Piedadeを投けることである。閣下が承知せらる

るとほり、イタリアにはめ数その設があり、貧民が必

要の諜に赴いて、 J託¥J'l物をa:して金銭を惜掃する所
である。これは異教徒が非裁な品不IJを収め、貧窮なる

キリシタンは按等の食特となってゐるからである。J
(村上詫次郎訳 fイエズス会 計本年報 下Jl1969. 
P131) 

教会と公議費}袋三:の間報につしゾt.:tL教会のひとび
とは、結しいひとがとでも安く資本をえられる鵠度

をうちたてて、(略〉教民、宗教的見守3問、宗教団体、
慈苦:院、そして移分また体選説も、穀物や京高や金を

貸していた。英悶では :~llUcのなかごろに、口j教た

ちは、教弘の認可をえて、こうした措款を組織してい

た。そして:軟紀ののち、すなわち 4四六:年ごろに

は、ブランチぶスコ教団は公自在質原告l伝・貨の運動を起

こした。この滞動はまずイタリアに始まって、 -六ドそ

紀の前学にはフランス、ドイツ、ネーデルランド諸問

にまでひろが勺てい叶た。J(ト…二一著 IH[1勇雄・
越智氏以訳『宗教と資本主義の興降 上巻』岩波文庫

1956， PI00) 

(49) IJ'東京府路義協動報 第/し披Jl1920， P115 

(50) IJ'日本社曾毒事業年媛大正 10待'.Jl1921， P123 

藤野忠 f公益務総法Hl曾対計:曾部『公益雲足事務講
努曾i溝椀後 1933， P'21 24 
「公営繋盤工関スル持:.i!室燦〈大 11:1-四年件 a

地発r:p第六綾地Jil;;H~) Jl三時Iti湿J村ニ於テ締誌教

済ノ目的ヲ以テ質!並立子経常スノレモノ右之繋誌ぶハdi
町村ノ常議物ナルヲ以テ之ヵf吏用料二付テハ条例jヲ
以テ腕妓セガルヘカラサルニ拘ラス往々之カ子絞ヲ

崩践セサルモノ有之(隙条持来斯ル向無之様致控1:11念
及j蘭!際{険也J(IJ'改正地方制度輯揖Jl1926， P:326) 

(52) IJ'東京j仔社曾事業協禽報 第ミ十ー競Jl 1927. P67 

1920 (大IE9)午3f]の株式市場における 1r崩壊に
よる工場閉鎖、企業倒席、銀行の破綻、失業がm大な
社会問題となる。 1923(大正 12)年 10月の関東大樹

災の影響は、女性、 fどもの生活にも当然、のように波
及し、その実態は、村I~名龍徳『生きる悲点Jl 1925年

などに表現される。

集結洋子議長『近代福主l法制大全 10Jl2001. P317 
f左記務正案jとは、 fl京案に於いて貸Hl金制 'Ilに
付、芳一;十円とあるをトj-lH二、また.t!t慣行[11とある
を1il伺ドjに改め、さらに但書に於いて地HH:'(fの詐

ハV円。
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日[を受けたる場合 (~t業戦金を会む)はこの限りにあ

らずj在附加すること c r ti紫決議Jとは参議院にお
ける器明条.LJtを指し、 r. 本;本ヲ施行スルニ当 1)政
再fハ公誌質!拭ヲ持及拡張ーシ庶民金融機関ノ整備二資

スルコト ; 数時ハi車二質屋取締法ヲ戦本的ニ改
lF.シ質置主ノ科主主9{'法措シ庶民階級金織機関ノ機能

ヲ完ウセシムルコト|
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1r版J1P628 W東礎年鉱 昭和7年員長』判。3)おらに、
「境作:常業を開始せるもの八戸市外六ヶ町村、本~1f八
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j最中議中のもの川r.ヶ村あり、将来 ~.rh :ト川j

全部に，;安置せしめ昭和UrよりIriJtイドの開に設置付
しむべき村部五ト開ヶ所の予定なりJ(W束輿年艦
H{{不(18 年1~J1 P1:)5) 

「青蘇J1i公益控f試のド半期利用状況 市の公益質阿

のfl{j和6年段下半期 (6年 10月から?咋3月)までの

成績をみてみると、人賢岳6，311入、人質点数 18，608

j立で、入費削ま労撤去、小規提商人が断然~<、不況

のi片本uを反映しているリ (W青森市議会史 人;正昭和
戦前編JI1985. P517) 

(60) 油川敬JEW日本社会福祉史JI1986， P558 

(61)公益関原教は、それを集計する時期を理由にしてか、

文献により異なる。本考察は、議野忠、「公益質I，，~訟の

掩要JW社曾事業第十‘巻第:披JI1927. P23を引
用した。

鳩山公益質屋廃ltは、{喪主において「生活福祉資金貸付制
度Jの変遷と機能、そして、それを運動として全国的

に版関した民生委員・児42委員の継続しt:i吊動を467;
れてはならない。

(63)構治改革を起点とし、契約と選択に代友される福祉

のlti場主主化が推進されるわが国において、偶々人
の自助都力(白ιti:fモ)の結果、安'人むし、震の長い福
話:サービスが擬供fきれ、継続を可能とするなら、人聞
として尊厳ある託々全、守きがいをもってi去るごと
ができるであろう O しかし、市場主義の展開と成熱に

伴う体鰐内蔀の自口ヂ胎に詫{訴するとき、その、特厳

2こノtきが~ ¥は、限界を路弘させる。の不安は、考察長

ひとりのものであろう。

(61) W帝関議会衆議院委員舎議録昭和篇 7J11990 

(65)罷民新聞社"W8{1季o:.{子 園t<;1:ド鍬JI1928. P16 ~ 17 
(66)掛民新聞社，時Ij娼議. P308 
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